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平成２３年４月２７日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 相続税還付金充当処分取消等、損害賠償請求控訴事

件（原審・大阪地方裁判所平成●●年（○○）第●●号〔甲事件〕、平成●●年（○

○）第●●号〔乙事件〕） 

口頭弁論終結日 平成２３年３月１１日 

 

判     決 

控訴人（甲・乙事件原告）     Ｘ 

被控訴人（甲・乙事件被告）    国 

甲事件処分行政庁         岐阜北税務署長 

 

       主     文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴人の控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 岐阜北税務署長が平成２０年３月２４日付けで控訴人に対してした平成１０

年６月６日相続開始の相続税に係る国税還付金及び同還付加算金の充当処分を

取り消す。 

３ 岐阜北税務署長が平成２０年４月２５日付けで控訴人に対してした納税者

Ａの相続税に係る連帯納付義務に基づく各督促処分（督促状発付第●●号から

第●●号までに係るもの）を取り消す。 

４ 被控訴人は、控訴人に対し、９０１万３９００円を支払え。 

５ 訴訟費用は、第１、２審とも被控訴人の負担とする。 
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６ 仮執行宣言 

第２ 事案の概要（略称は、特記しない限り、原判決の用法による。） 

１ 要旨 

（１）本件の甲事件は、Ｂの共同相続人である控訴人が、Ｂの死亡により開始し

た相続に係る相続税について、共同相続人の１人に滞納があったため、岐阜

北税務署長が、控訴人に対し、相続税法３４条１項に定める控訴人の連帯納

付義務に係る債権に、控訴人が被控訴人に対して有していた還付金及び還付

加算金を充当する処分（本件充当処分）をするとともに、残額について督促

処分（本件各督促処分）を行ったところ、本件充当処分及び本件各督促処分

（本件各処分）を行うことは、信義則違反又は権利の濫用であり違法である

などと主張して、被控訴人に対し、本件各処分の取消しを求めた（前記第１

「控訴人の控訴の趣旨」の２、３の各請求）事案である。 

本件の乙事件は、控訴人が、本件充当処分は違法であり、岐阜北税務署長

には故意又は過失があると主張して、被控訴人に対し、国家賠償法１条１項

に基づき、同処分により被ったとする損害金９０１万３９００円の支払を求

めた（前記第１「控訴人の控訴の趣旨」の４の請求）事案である。 

（２）原審裁判所は、本件各処分が適法に行われたものであり、本件各処分につ

いて信義則違反又は権利濫用を基礎付ける事情は認められないとして、甲、

乙事件の各請求をいずれも棄却した。 

（３）そこで、これを不服とする控訴人が本件控訴を提起した。 

２ 法令の定め、前提となる事実、争点及びこれに対する当事者の主張 

後記第３の２において当裁判所の判断を示す当審における控訴人の補充主張

のほかは、原判決「事実及び理由」中の第２の２～４のとおりであるから、こ

れを引用する。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、控訴人の被控訴人に対する各請求は、いずれも理由がないもの
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と判断する。 

その理由は、後記２のとおり、当審における控訴人の補充主張に対する判断

を加えるほかは、原判決「事実及び理由」中の第３の１～４の説示のとおりで

あるから、これを引用する。ただし、原判決８頁２１行目の「同税法」を「同

法」に、８頁２３行目の「相続税基本通達」を「相続税法基本通達」に改める。 

２ 当審における控訴人の補充主張に対する判断 

（１）控訴人は、本件充当処分が違法である旨主張し、その主張を裏付ける事情

として、一件別徴収カード（乙６の６）の「連帯納付等納期限」欄の日付（平

成１９年１２月１４日）が、控訴人の平成１８年９月１５日付け第２次更正

の請求を認めた取消裁決（乙１。以下「本件取消裁決」という。）の日付（平

成２０年１月３１日）よりも前であることを指摘するようである。 

しかし、連帯納付義務の確定は、各相続人等の固有の相続税の納税義務の

確定という事実に照応して、法律上当然に生ずるものであり、連帯納付義務

につき格別の確定手続を要するものではない（最高裁昭和●●年（○○）第

●●号同５５年７月１日第三小法廷判決・民集３４巻４号５３５頁）から、

連帯納付義務に係る相続税の納期限は、本来の納税者の相続税に係る納期限

と同一となる。そして、本件滞納相続税のうち、乙第６号証の６に係るＡの

相続税については、岐阜北税務署長が平成１９年１２月１４日に同相続税に

係る延納許可を取り消したことにより、同日が納期限となったものであり（乙

１８〔控訴人は、同証の成立を否認するかのような陳述をしているが、同証

は公文書であって真正に成立したものと認められる。〕。相続税法５２条２

項）、これに伴って、連帯納付義務に係る相続税の納期限も同日となったも

のである。このように、控訴人が負担する連帯納付義務に係る相続税の納期

限は、主たる納税義務者であるＡの相続税（本件滞納相続税）の納期限に付

随して定まるのであって、本件取消裁決の時期いかんに関わらないから、控

訴人の指摘する事情が本件充当処分の適法性を左右するものではない。 
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本件充当処分が適法であることは、引用する原判決の説示のとおりであり、

控訴人の上記主張は、採用することができない。 

（２）その他、控訴人は、種々主張して原判決を批判するが、いずれも趣旨が明

らかではないか、独自の見解に基づくものであって、採用することはできな

い。 

なお、控訴人は、控訴理由書において、控訴人の平成１８年９月１５日付

け第２次更正の請求の際の税務職員の対応等から生じた損害や岐阜家庭裁判

所の遺産分割決定書の送付に係る対応から生じた損害を指摘している。その

指摘の趣旨は明らかではないものの、仮に、上記各損害について国家賠償請

求を追加する趣旨であったとしても、その追加請求は、甲・乙事件の各請求

と請求の基礎を同一にするものではないから、民事訴訟法１４３条１項本文

により、そのような請求の追加は許されない。 

３ よって、控訴人の被控訴人に対する各請求をいずれも棄却した原判決は相当

であり、本件控訴は理由がないから、これを棄却することとし、主文のとおり

判決する。 

 

大阪高等裁判所第３民事部 

裁判長裁判官     岩田好二 

裁判官        三木昌之 

裁判官西田隆裕は、異動のため署名押印することができない。 

裁判長裁判官     岩田好二 


